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 第２期データヘルス計画 
 （平成30年度～平成35年度） 

 

 埼玉県市町村職員共済組合における短期給付財政は、これまで続いていた、組合員数の減少と

給与水準の低下に伴う掛金・負担金の減収に下げ止まりの傾向が見られるものの、高齢者医療制

度への納付金・支援金等が引き続き増加傾向にあり、平成25年度から平成28年度まで89.6‰に据

え置いていた財源率を、平成29年度には93.6‰に引き上げました。これに伴う組合員の負担増は

勿論のこと地方公共団体が支出する負担金は地方財政にも大きな影響を及ぼしています。 

 また、組合員数及び被扶養者数は減少しておりますが、医療費は微増が続いているため共済組

合では、組合員・被扶養者の皆さま及び所属所にご協力いただき、健康の保持増進及び短期給付

事業の健全な運営を図るよう医療費増嵩対策に努めてきたところです。 

 

また、国では、高齢化に伴い増加する国民医療費を抑制するため「日本再興戦略」（平成25年6

月14日閣議決定）の中で、「国民の健康寿命の延伸」を重要課題として掲げ、その実現のために

特定健診のデータと医療機関の受診状況を突合・分析し、健康の保持増進を進めるための事業計

画（データヘルス計画）を策定するよう医療保険者に対し指導がなされました。これを受けて平

成26年3月には「地方公務員等共済組合法第112条第3項に規定する地方公務員共済組合が行う健

康の保持増進のために必要な事業に関する指針（平成16年8月2日総務省告示第641号）」（以下

「福祉事業指針」という。）が改正され、地方公務員の共済組合も平成27年度から「データヘル

ス計画」を策定するよう総務省より通知されました。さらに、平成30年度からの第2期データヘル

ス計画の策定に向けて厚生労働省から「データヘルス計画作成の手引き（改訂版）」が公表され

たことを踏まえ、平成29年10月には、地方公共団体における第2期データヘルス計画の策定に向

けた取り組みについて、総務省から通知されました。 

 

このため、共済組合では、これらの福祉事業指針及び総務省通知に則り「第2期データヘルス計

画（平成30年度～平成35年度）」を定め、短期給付財政の収支構造と医療費の分析を行うととも

に、組合員及び所属所と連携し、健康の保持増進と病気の予防に資するため、PDCAサイクルに

より有効的な保健事業計画の実施を図り短期給付財政の健全化に、より一層努めてまいります。 
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1－1 組合の現状 

（1）短期給付財政 

   短期給付財政を組合員数、平均給料月額・標準報酬月額の推移で見た場合、組合員数につ

いては、減少傾向で推移していましたが平成 26 年度以降は微増に転じています。平均給料

月額等については、組合員の平均年齢の若返りに伴い平均給料月額は減少傾向にありました

が、平成 28 年度から平成 29 年度にかけては標準報酬月額が増加しました。 

支出のうち保健給付費については、被扶養者の減少により加入者は減少傾向にありますが、

一人当たり医療費が増加しているため、ほぼ横ばいで推移しています。 

高齢者医療制度への支援金については、平成 26 年度以降、後期高齢者医療制度への拠出

金は微増にとどまっていますが、団塊の世代の退職に伴い前期高齢者納付金が大幅に増加し

ています。平成 28 年度には、高齢者医療制度への支援が財源率に占める割合を示す特定保

険料率も 42.48%となっています。このため、平成 28 年度まで 89.6‰に据え置いていた財源

率を、平成 29 年度から 4‰引き上げて 93.6‰としました。 

今後も保健給付費については、組合員の大きな割合を占める 40 歳代が 50 歳に移行するこ

とによる一人当たり医療費の増加に伴い、総医療費の増加が継続すると考えられます。 

高齢者医療制度への支援金については、前期高齢者となった団塊の世代の一層の高齢化が

進むにつれて、前期高齢者納付金と後期高齢者支援金の総額が増加すると見込まれるほか、

後期高齢者支援金については特定健診等の実施率による加算・減算制度が段階的に強化され

ます。 

これらの環境変化に対応するため、特定保健指導の実施率向上に向けて取り組むほか、保

健事業を各所属所ごとに着実に推進する必要があります。 
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① ５年間の収支状況 

                        （単位：千円：‰） 

区    分 
平成 25 年度 

（決算） 

平成 26 年度 

（決算） 

平成 27 年度 

（決算） 

平成 28 年度 

（決算） 

平成 29 年度 

（予算） 

収 
 

入 

負担金 14,702,187 15,218,632 15,225,980 15,480,907 16,258,720 

掛金 14,560,212 15,040,930 15,058,455 15,304,058 16,167,311 

任継掛金 1,001,116 915,272 874,900 790,971 598,447 

その他収入 4,102,330 4,385,448 4,467,476 4,387,161 4,698,054 

収入合計 34,365,845 35,560,282 35,626,811 35,963,097 37,722,532 

支 
 

出 

保健給付 14,089,598 14,115,818 14,217,782 14,139,645 13,601,217 

休業給付 1,574,340 1,834,501 1,860,547 1,816,237 1,969,437 

災害給付 1,726 1,460 0 2,069 6,165 

附加給付 178,087 164,918 158,195 164,316 161,687 

一部負担金払戻金 180,979 183,469 171,892 174,674 166,853 

高齢者医療制度拠

出金等 
14,903,388 13,841,019 13,987,895 14,874,789 16,855,693 

その他支出 4,163,685 4,667,786 4,516,009 4,683,815 4,533,058 

支出合計 35,091,803 34,808,971 34,912,320 35,855,545 37,294,110 

当期利益金（又は損失金） -725,958 751,311 714,491 107,552 428,422 

定款上の財源率 89.6 89.6 89.6 89.6 93.6 

組合員数（各年度4月 1日） 54,267 54,300 54,394 54,758 55,097  

平均給料月額・標準報酬月

額（各年度 4月 1日） 
322,415 320,232 318,427 391,770  398,324 
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② 組合員及び被扶養者の推移 

   ②-1 組合員数 

組合員数については、平成 18 年度から平成 20 年度まで 1,000 人前後、平成 21、22

年度は約 700～800 人、23 年度以降は 200 人弱減少していましたが平成 26 年度以降は、

微増に転じています。 

また、組合員に係る年代別の構成割合を検証してみたところ、平成 20 年から平成 29

年にかけて、10 歳代～20 歳代は 13.57％から 22.92%に 9.35 ポイント増加、30 歳～40

歳代は 52.71%から 54.34%に 1.63 ポイント微増、50 歳代以上は 33.72%から 22.73％に

10.99 ポイント減少しています。 

総組合員数は、50 歳以上の組合員数の減少と 10～20 歳代の組合員の増加により、総

組合員数はほぼ横ばいで、平均年齢は 42.3 歳から 40.1 歳に、やや低下しています。 

 

○ 組合員年齢階層別構成表 

年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

合計 56,402  55,738  54,889  54,616 54,413  54,270  54,303  54,395  54,756  55,106  

平均年齢 42.3歳 42.3歳 42.0歳 41.7歳 41.4歳 41.1歳 40.8歳 40.5歳 40.2歳 40.1歳 

※ 任意継続組合員除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,374  

5,142  

7,846  

8,663  

6,585  6,636  

9,482  
9,107  

363  

4,278  

8,093  

6,681  6,514  

8,622  

8,132  

5,880  
5,589  

981  

20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 

【組合員年齢階層別構成表】 平成20年度 平成29年度 
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②-2 被扶養者数 

被扶養者については、平成 20 年 4 月に後期高齢者医療制度へ 75 歳以上の被扶養者が

移行したことに伴い、被扶養者数が大幅に減少しました。また、同年 10 月、平成 28 年

7 月に被扶養者の認定基準を見直したほか、被扶養者資格審査（検認）を 2 年に 1 回実

施し、適正な認定業務を継続して実施した結果、20 歳以上の被扶養者は減少傾向にあり

ます。 

なお、20 歳未満の被扶養者は横ばい傾向にあります。    

 

 

  

13.57% 

14.36% 

15.17% 

16.51% 
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19.05% 

20.18% 

21.43% 

22.46% 

22.92% 

29.27% 
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28.86% 

28.09% 

27.05% 

25.83% 

24.88% 

24.22% 

23.94% 

23.94% 

23.44% 

23.89% 

24.68% 

25.57% 

26.87% 

28.28% 

29.30% 

29.94% 

30.21% 

30.40% 

33.72% 

32.71% 

31.29% 

29.84% 

28.36% 

26.84% 

25.64% 

24.41% 

23.39% 

22.73% 
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【年代別組合員構成割合】 10～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代以上 

32,486  

31,955  

31,685  

31,410  

31,219  

31,275  

31,284  

31,172  

31,372  

31,541  

24,745  

23,944  

22,953  

22,326  

21,103  

20,069  

19,614  

17,972  

16,954  

16,501  

1976 

1855 

1699 

1480 

1346 

1309 

1263 

1117 

993 

755 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

平成20年度 

平成21年度 

平成22年度 

平成23年度 

平成24年度 

平成25年度 

平成26年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

【年代別被扶養者数】 
0際～19歳 20歳～64歳 65歳～74歳 
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③ 平均給料月額・標準報酬月額の推移 

組合員の平均給料月額は、高年齢層の退職、経済状況に加え、給料の特例減額措置等の影

響から、平成 27 年度まで減少の一途をたどりました。 

平成 27 年 10 月からは、被用者年金一元化に伴い、共済組合の掛金・負担金及び給付額

の算定基礎が手当率制から標準報酬制へ移行しましたが、平成 28 年度から平成 29 年度にか

けては、標準報酬月額は上昇しています。 

 

○組合員人数及び平均給料月額の推移 (基準日：各年度 4 月 1 日) 

 年 月 組合員人数 
平均給料月額 

標準報酬月額 
対前年比 

平
均
給
料
月
額 

H20.4 56,409 人 339,512 円 △4,748 円 

H21.4 55,723 人 335,619 円 △3,893 円 

H22.4 54,883 人 332,014 円 △3,605 円 

H23.4 54,615 人 328,075 円 △3,939 円 

H24.4 54,413 人 324,481 円 △3,594 円 

H25.4 54,267 人 322,415 円 △2,066 円 

H26.4 54,300 人 320,232 円 △2,183 円 

H27.4 54,394 人 318,427 円 △1,805 円 

標準

報酬

月額 

H28.4 54,758 人 391,770 円 73,343 円 

H29.4 55,097 人 398,324 円 6,554 円 

 ※在職派遣職員を含み、後期高齢者及び任意継続組合員を除く。 

 

   

 

 （参考）手当率制と標準報酬制 

平成 27 年 10 月までの「手当率制」では、「基本給」を掛金の算定の基礎とし、一般組合

員及び特定消防組合員の掛金率は、「手当率 1.25」を乗じたものとなっていました（特別職

及び市町村長は手当率 1.00）。これは、全ての地方公務員（市町村等、県、公立学校、警察

0
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【平均給料月額・標準報酬月額の推移】 
組合員人数 平均給料月額 

標準報酬月額 
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の職員）の基本給に対する諸手当の割合の平均が 25%であるため、一律に「手当率 1.25」を

乗じて計算するよう法令で定められていたものです。 

   一方、平成 27 年 10 月から導入された標準報酬制では、一律「手当率 1.25」を乗じるので

はなく、一人ひとり「基本給」と「実際に支給された手当（諸手当）」を基に掛金の算定基礎

額（標準報酬月額）を決定しますので、掛金（保険料）は、諸手当の割合により、従前と比

較して増減しています。 

 

  【参考】（平成 20 年度から平成 27 年度までの平均給料月額に 1.25 を掛けた数値を用いたグラフ） 
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④ 年度別短期経理財源率及び特定保険料率の推移 

財源率については、平成 20 年度以降、高齢者医療制度への拠出金等の増加により大変厳

しい財政運営を強いられ、平成 25 年度まで、毎年度引き上げが続きました。 

その後、平成 25 年度から平成 28 年度までは、同一の財源率（89.6‰）を維持できました

が、平成 29 年度には 4‰引き上げを行い、93.6‰となりました。 

また、高齢者医療制度への支援が標準報酬等総額に占める割合を示す特定保険料率も、平

成 25 年度まで上昇した後、27 年度まで下降した後、平成 28 年度以降は、上昇傾向に転じ

ました。 

 

【年度別短期経理財源率及び特定保険料率の推移】    （単位：千分率） 

年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

29 年度 

（予算） 

財源率 63.50  73.50  77.50  81.44  85.44  88.40  89.60  89.60  89.60  89.60  93.60  

            

特定保険料率 - - 33.14  32.64  39.11  41.36  43.18  41.35 40.54 42.48 47.92 

 

 

 

（2）短期給付財政安定化計画の実施体制 

   短期給付の財政安定に資するため、事務局長を中心として所要の対策を講じることとし、

医療費に関する内容は保険課、特定健診等の健康保持及び健康増進に関する内容は福祉課が

取り組み、必要に応じて連携して行うものとします。 

   また、長側議員及び職員側議員で構成する保健事業検討委員会において、医療費の削減に

つながるよう既存事業の見直しや効果的な事業の導入などを検討していきます。 
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1－2 保健事業の実施状況 

（1）総括 

保健事業は疾病予防対策事業である人間ドック、脳ドック、併診ドック及びがん検診等が

大半を占めています。 

   ドックについては、平成 28 年度から人間ドックの補助金額を 25,000 円から 27,000 円へ、

併診ドックの補助金を 40,000 円から 42,000 円へとそれぞれ引き上げましたが、受検者数は

依然、減少傾向にあります。 

   インフルエンザ予防接種助成については、助成対象者を平成 26 年度以降被扶養者まで拡

大し実施していますが、さらに平成 28 年度より助成金額を 1,000 円から 2,000 円に引き上

げたことにより、助成申請者も年々増加傾向にあります。 

   生活習慣の改善や健康増進に繋がる健康講座については、参加者へのアンケートによって

講師の選定をし、毎年、募集人員を超える申込みがあり好評をいただいているところです。 

   球技大会及びスポーツ教室については、多くの組合員等の参加がありますが、特に親子ス

キー教室については、毎年、募集人数を超える申込みがあり、平成 29 年度より開催回数を 2

回から 3 回に増やし、好評をいただいている事業となっています。 

   なお、特定健康診査及び特定保健指導については、実施計画に定めた目標値に達しておら

ず、実施方法を見直し、平成 28 年度から特定保健指導対象者に対して健診結果を視覚的に

見やすくなるようレーダーチャートを用いた健診結果通知表を送付しております。また共済

事務担当者会議等関係会議において、特定健康診査及び特定保健指導の必要性について改め

て説明し、実施率向上に努めております。 

 

（2）各事業の状況 

   平成 28 年度の事業の状況については、別表のとおりとなります。 

 

（3）組合員啓発事業 

① 健康講座 

    健康講座については、組合員及びその家族を対象に著名人や専門分野の方を招き、健康

に関する内容やメンタルヘルスに関する内容、日常の生活の中で手軽に出来る健康管理へ

のアドバイス等を中心に講演会を県内 2 ヶ所で実施し、健康への関心を高めてもらってい

るものです。 

② 広報誌への掲載 

病気の予防や健康管理などに関することを広報誌に掲載することにより、健康への意識

を高めてもらっているものです。 

 

（4）所属所との協力体制 

  ① 特定健康診査及び特定保健指導 

    対象組合員の特定健康診査に係る結果データについて、各所属所で実施した健康診査の

結果を受領しております。 

なお、受領したデータを階層化後、特定保健指導対象となった組合員のうち、所属所の

担当者が直接組合員へ特定保健指導利用券の配付を希望する所属所については、利用券を
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所属所へ送付しています。 

    また、所属所の会議室等を利用した特定保健指導を希望する所属所については、所属所

において面接実施時期の決定、面接会場の確保及び保健指導委託業者との打合せなど連携

を図りながら実施しています。 

② 共同主催の球技大会 

    各所属所に参加者の募集を依頼し、実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 11 - 

 

1－3 特定健診・特定保健指導の実施状況等 

（1）特定健康診査の受診状況 

開始当初（平成 20 年度）から組合員については受診率が向上傾向にあり、平成 22 年度か

らは 90％を超えていますが、任意継続組合員及び被扶養者については、40％程度の受診率で

推移しています。 

 
 

① 組合員         （単位：人・人・％） ②任意継続組合員及び被扶養者 （単位：人・人・％） 

年度 対象者数 受診者数 受診率    年度 対象者数 受診者数 受診率 

平成 20 年度 33,592 25,581 76.2   平成 20 年度 18,520 6,739 36.4  

平成 21 年度 32,988 28,083 85.1   平成 21 年度 18,456 7,151 38.7  

平成 22 年度 32,345 29,973 92.7   平成 22 年度 18,110 7,145 39.5  

平成 23 年度 31,972 29,919 93.6   平成 23 年度 17,590 6,853 39.0  

平成 24 年度 31,821 29,661 93.2   平成 24 年度 16,566 6,553 39.6  

平成 25 年度 31,588 29,485 93.3   平成 25 年度 16,002 6,280 39.2  

平成 26 年度 31,366 29,381 93.7  平成 26 年度 15,355 6,227 40.6 

平成 27 年度 30,995 29,084 93.8  平成 27 年度 14,510 6,306 43.5 

平成 28 年度 30,728 28,983 94.3  平成 28 年度 13,083 5,565 42.5 
 

 

③全体                               （単位：％） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

62.0 68.5 73.6 74.2 74.8 75.2 76.2 77.8 78.9 
 

 

 

  

H20年度 H2１年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

組合員 76.2% 85.1% 92.7% 93.6% 93.2% 93.3% 93.7% 93.8% 94.3%

任継・被扶養者 36.4% 38.7% 39.5% 39.0% 39.6% 39.2% 40.6% 43.5% 42.5%

全体 62.0% 68.5% 73.6% 74.2% 74.8% 75.2% 76.2% 77.8% 78.9%

0%
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【特定健診受診率の推移】 
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＊参考 特定健康診査実施計画の目標値 

（第１期）                                                  （単位：％） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

組合員 84 90 91 92 94 

任意継続組合員及
び被扶養者 

15 15 26 38 47 

全体 58 63 68 73 78 

（第２期）                                                  （単位：％） 

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

組合員 94 94 94 94 94 

任意継続組合員及

び被扶養者 
60 66 72 78 84 

全体 82 84 86 88 90 

（第３期）                                （単位：％） 

区分 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

組合員 95 95 95 95 95 95 

任意継続組合員

及び被扶養者 
45 51 57 64 71 74 

全体 81 83 85 87 89 90 
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H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

組合員 0.9% 4.4% 2.9% 4.9% 4.1% 3.8% 3.1% 1.4% 2.2%

任継・被扶養者 0.5% 6.9% 4.4% 5.6% 4.2% 3.5% 4.8% 1.0% 1.9%

全体 0.9% 4.7% 3.0% 5.0% 4.1% 3.7% 3.2% 1.3% 2.2%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

【特定保健指導（全体） 実施率の推移】 

（2）特定保健指導の実施状況 

開始当初（平成 20 年度）から組合員、任意継続組合員及び被扶養者ともに実施率が低い

状態が続いています。対象者数については、平成 28 年度は微増していますが、概ね減少傾

向にあります。 

 

① 組合員         （単位：人・人・％） ②任意継続組合員及び被扶養者 （単位：人・人・％） 

年度 対象者数 終了者数 実施率  年度 対象者数 終了者数 実施率 

平成 20 年度 7,265 68 0.9   平成 20 年度 844 4 0.5  

平成 21 年度 6,909 305 4.4   平成 21 年度 755 52 6.9  

平成 22 年度 6,794 194 2.9   平成 22 年度 755 33 4.4  

平成 23 年度 6,740 330 4.9   平成 23 年度 642 36 5.6  

平成 24 年度 6,454 264 4.1   平成 24 年度 626 26 4.2  

平成 25 年度 6,238 234 3.8   平成 25 年度 579 20 3.5  

平成 26 年度 6,316 194 3.1  平成 26 年度 600 29 4.8 

平成 27 年度 6,076 83 1.4  平成 27 年度 580 6 1.0 

平成 28 年度 6,145 135 2.2  平成 28 年度 567 11 1.9 

③全体                                                             （単位：％） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

0.9 4.7 3.0 5.0 4.1 3.7 3.2 1.3 2.2 
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④指導別 

 

 

＊参考 特定保健指導実施計画の目標値 

（第１期）                                               （単位：％）   

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

全体 25 30 35 40 45 

 

（第２期）                                               （単位：％） 

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

全体 16 22 28 34 40 

 

（第３期）                                               （単位：％） 

区分 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

全体 10 17 24 31 38 45 

 

 

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

組合員 0.9% 4.7% 3.5% 5.7% 4.7% 4.5% 4.0% 1.6% 2.9%

任継・被扶養者 0.6% 6.0% 4.3% 5.2% 4.9% 3.4% 4.9% 1.1% 1.2%

全体 0.9% 4.9% 3.6% 5.6% 4.7% 4.3% 4.1% 1.6% 2.7%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

【特定保健指導（動機付け） 実施率の推移】 

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

組合員 0.9% 4.2% 2.5% 4.4% 3.7% 3.3% 2.5% 1.2% 1.8%

任継・被扶養者 0.3% 8.3% 4.4% 6.3% 3.1% 3.5% 4.8% 0.9% 3.0%

全体 0.9% 4.5% 2.7% 4.5% 3.7% 3.3% 2.6% 1.2% 1.8%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

【特定保健指導（積極的） 実施率の推移】 
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（3）メタボリックシンドローム該当者の推移 

組合員、任意継続組合員及び被扶養者ともにほぼ横ばいの状態ですが、組合員については

メタボリックシンドロームの割合が緩やかに減少傾向にあります。 

 

 

 

＊参考 メタボリックシンドロームの判定基準＊ 

腹囲 
追加リスク 

判定 
①血糖 ②脂質 ③血圧 

≧85cm（男性） 

≧90cm（女性） 

2 つ以上該当 メタボリックシンドローム 

1 つ該当 メタボリックシンドローム予備群 

①血糖 空腹時血糖 110 ㎎/dl 以上   

②脂質 中性脂肪 150 ㎎/dl 以上 かつ・または HDL コレステロール 40 ㎎/dl 未満 

③血圧 収縮期血圧 130 ㎜ Hg 以上 かつ・または 拡張期血圧 85mmHg 以上 

※薬剤治療を受けている場合は、それぞれの項目に含めます。 

 

  

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

組合員 メタボ該当割合 17.00% 16.43% 16.73% 16.47% 16.16% 15.62% 15.61% 14.97% 15.24%

組合員 予備群割合 13.40% 12.98% 12.53% 13.05% 12.85% 12.71% 12.21% 12.02% 12.07%

任継・被扶養者 メタボ該当割合 7.12% 7.71% 8.31% 8.73% 8.24% 8.71% 9.11% 8.44% 8.10%

任継・被扶養者 予備群割合 7.15% 6.89% 6.52% 6.06% 6.18% 6.08% 6.43% 6.39% 6.83%

0%
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4%

6%

8%

10%

12%
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18%

【メタボリックシンドローム・メタボリックシンドローム予備群 割合】 
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（4）血糖、脂質、血圧の状況 

   平成 26 年度から平成 28 年度の特定健診及びレセプトからの受診状況に基づき、40 歳以

上の健診受診者1のうちの保健指導対象基準該当者、要治療者対象基準該当者、重度要治療者

対象基準該当者それぞれについて、血糖、脂質、血圧の重複状況を見ると、以下のとおりで

す。保健指導対象基準該当者のうち、高血糖の該当者が多くなっています。また、要治療者

対象基準該当者では、高脂血が多くなっています。 

 

  ①保健指導対象基準該当者数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②要治療者対象基準値該当者数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③重度要治療者対象基準値該当者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 n は各年度の 40 歳以上の健診受診者数を表す。 

高血糖 

高脂血 高血圧 

6.6% 

3.1% 

13.3% 

2014 年度 

(N=35,601) 

5.2% 

3.3% 

保健指導対象者 
36.1% 

高血糖 

高脂血 高血圧 

2.9% 6.9% 

2.8% 5.7% 

2.1% 

13.9% 

2016 年度  

(N=34,661) 

保健指導対象者 

37.2% 

高血糖 

高脂血 高血圧 

0.6% 

0.1% 0.0% 

0.2% 2.7% 1.6% 

2014 年度 

(N=35,601) 

要治療者 
5.1% 

高血糖 

高脂血 高血圧 

2.7% 1.8% 

0.1% 

0.0% 

0.0% 

0.2% 

0.5% 

2016 年度  

(N=34,661) 

要治療者 

5.3% 

高血糖 

高脂血 高血圧 

0.9% 

0.1% 

0.0% 

0.1% 

0.0% 0.7% 0.5% 

2014 年度 

(N=35,601) 

重度要治療者 
2.1% 

高血糖 

高脂血 高血圧 

0.5% 0.5% 

0.1% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.7% 

2016 年度  

(N=34,661) 

重度要治療者 

1.9% 

2.4% 

2.3% 

2.8% 

0.0% 
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（分類基準値） 

分類 検査項目 単位 保健指導対象 要治療対象 重度要治療対象 

血糖 

空腹時血糖 mg/dl ≧100 ≧140 ≧160 

HbA1c % ≧5.6 ≧6.5 ≧7.0 

血圧 

収縮期血圧 mmHg ≧130 ≧160 ≧180 

拡張期血圧 mmHg ≧85 ≧100 ≧110 

脂質 

HDL コレステロール mg/dl ＜40 ≦29  

中性脂肪 mg/dl ≧150 ≧400 ≧500 

LDL コレステロール mg/dl   ≧180 ≧220 
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1－4 後発医薬品の使用状況 

（1）後発医薬品の使用状況 

後発医薬品の使用割合は、平成 26 年度の数量2ベース 58.6%・薬剤費ベース 32.3%から、

平成 28 年度の数量ベース 67.9%・薬剤費ベース 41.4%に上昇しています。 

平成 28 年度の年齢階層別の使用状況については、55～59 歳で、薬剤量が最も多くなると

ともに、後発医薬品への切替可能数量も最も多くなっています。 

 

 
 

 

  

                                                   
2 薬剤量は、処方数×日数で算出した値。 

58.6 61.8 
67.9 

32.3 
36.5 

41.4 

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度 

【後発医薬品利用割合（％）】 数量ベース 薬剤費ベース 

0 200 400 600 800

65歳以上 

60～64歳 

55～59歳 

50～54歳 

45～49歳 

40～44歳 

35～39歳 

30～34歳 

25～29歳 

20～24歳 

15～19歳 

10～14歳 

5～9歳 

0～4歳 

【平成28年度数量ベース】（単位：万枚） 

切替不可数量 後発医薬品利用量 切替可能数量 

0 20,000 40,000

65歳以上 

60～64歳 

55～59歳 

50～54歳 

45～49歳 

40～44歳 

35～39歳 

30～34歳 

25～29歳 

20～24歳 

15～19歳 

10～14歳 

5～9歳 

0～4歳 

【平成28年度薬剤費ベース】 
（単位：万円） 

切替不可薬剤費 後発医薬品利用薬剤費 

切替可能薬剤費 
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（平成 28年度） 

（単位：個）                   （単位：円） 

 

  

年齢階層 

数量ベース 薬剤費ベース 

後発医薬品利用可能数量 

（後発医薬品利用量 

＋切替可能数量） 

後発医薬品 

利用量 
割合 

後発医薬品利用可能薬剤費 

（後発医薬品利用費 

＋切替可能数費） 

後発医薬品 

利用薬剤費 
割合 

0～4 歳 1,949,760  1,197,200  61.4% 48,282,882  14,861,625  30.8% 

5～9 歳 1,729,571  956,480  55.3% 69,233,123  18,080,455  26.1% 

10～14 歳 1,435,374  830,962  57.9% 56,630,046  14,884,827  26.3% 

15～19 歳 1,095,372  725,925  66.3% 35,666,867  12,835,731  36.0% 

20～24 歳 1,022,470  700,596  68.5% 32,917,460  12,277,812  37.3% 

25～29 歳 1,596,068  1,161,115  72.7% 44,621,122  19,839,328  44.5% 

30～34 歳 1,619,161  1,151,777  71.1% 46,037,173  20,686,986  44.9% 

35～39 歳 1,849,727  1,354,227  73.2% 52,061,012  24,390,228  46.8% 

40～44 歳 2,838,786  1,968,643  69.3% 87,006,843  37,505,491  43.1% 

45～49 歳 3,409,391  2,342,482  68.7% 106,780,152  47,919,478  44.9% 

50～54 歳 3,370,885  2,306,708  68.4% 109,129,176  48,704,117  44.6% 

55～59 歳 4,177,574  2,904,514  69.5% 134,851,542  61,658,999  45.7% 

60～64 歳 2,860,049  2,065,837  72.2% 95,857,587  48,376,545  50.5% 

65 歳以上 1,085,924  723,990  66.7% 40,647,163  15,399,392  37.9% 

計 30,040,111  20,390,456  67.9% 959,722,148  397,421,014  41.4% 
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（2）ジェネリック差額通知後の切替え状況 

年度 

（通知送付日） 
通知対象者 効果測定月 

年間切替効果 

推計額 

平成 26 年度 

（平成 26 年 7月） 

3,499 人（切替え可能処方件数 15,497 件） 

①40 歳以上の組合員及び被扶養者 

生活習慣病の方で 370 円以上の差額が見

込まれる者 

②65 歳以上の被扶養者 

生活習慣病以外の方で 300 円以上の差額

が見込まれる者 

平成26年8月から

10 月診療分 

6,749,952 円 

平成 27 年度 

（平成 27 年 12 月） 

通知対象者 4,981 人 

①アレルギー性鼻炎の組合員及び被扶養者 

300 円以上の差額が見込まれる者 

②生活習慣病罹患の組合員及び被扶養者 

300 円以上の差額が見込まれる者 

平成 28 年１月 11,572,169 円 

平成 28 年度 

（平成 28 年 11 月） 

通知対象者 8,419 人 

①300 円以上の差額が見込まれる組合員及び被

扶養者 

平成 28 年 12 月か

ら平成 29 年 2 月 

26,753,338 円 
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1－5 医療費分析 

（1） 支出の基本的構造 

短期給付の支出構造は、表のとおり医療費等にかかる保健給付が 4 割、高齢者医療制度

への拠出金等が 4 割となっています。このことから高齢者医療制度への支援額が短期給付

財政を大きく圧迫していることがわかります。 

また、平成 25 年度と平成 28 年度の決算の状況を比較した場合、大きな変動は見られま

せん。 

（単位：千円） 

 

 

平成 25 年度 

（決算） 

平成 26 年度 

（決算） 

平成 27 年度 

（決算） 

平成 28 年度 

（決算） 

平成 29 年度 

（予算） 

保健給付 14,089,598 14,115,818 14,217,782 14,139,645 13,601,217 

休業給付 1,574,340 1,834,501 1,860,547 1,816,237 1,969,437 

災害給付 1,726 1,460 0 2,069 6,165 

附加給付 178,087 164,918 158,195 164,316 161,687 

一部負担金払戻金 180,979 183,469 171,892 174,674 166,853 

高齢者医療制度拠出金等 14,903,388 13,841,019 13,987,895 14,874,789 16,855,693 

その他支出 4,163,685 4,667,786 4,516,009 4,683,815 4,533,058 

支出合計 35,091,803 34,808,971 34,912,320 35,855,545 37,294,110 
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（2） 医療費の状況 

① 診療区分ごとの医療費 

医療費総額を平成 24 年度から平成 28 年度の 5 年間分のレセプト（診療報酬明細書）

の内容から分析すると、医療費全体は年率 1.2%で微増しています。診療区分で分析する

と、医科は全体として微減であり、特に医科（入院）が減少しています。歯科は全体に占

める割合は小さいものの大きく増加しています。ただし、歯科レセプトの電子化は医科レ

セプトの電子化より遅れて進められたため、分析可能な歯科レセプトの範囲が増加した影

響を受けている可能性があります。 

 

○平成 24 年度と平成 28 年度の医療費の比較 

（単位：千円） 
平成 24 年度 平成 28 年度 

構成比 

（平成 28 年度） 
年率3 

全 体 15,263,819 15,999,482 100% 1.2% 

医科全体 10,730,369 10,700,642 67% ▲0.1% 

 医科（入院） 3,636,683 3,588,547 22% ▲0.3% 

医科（外来） 7,093,686 7,112,095 44% 0.1% 

歯科 934,246 1,779,622 11% 17.5% 

調剤 3,599,204 3,519,218 22% ▲0.6% 

 

 ② 加入者一人当たり医療費 

加入者一人当たり医療費は、平成 24 年度から平成 28 年度にかけての年率 2.4%の増加

となっています。 

また、加入者一人当たり医療費は、患者一人当たり医療費に患者率を乗じたものとなっ

ていますが、患者一人当たり医療費の伸び率が年率 1.5%、患者率が年率 0.8%の増加とな

っており、患者一人当たり医療費の伸び率の寄与が大きくなっています。 

    

 平成 24 年度 平成 28 年度 年率 

加入者一人当たり医療費（円） 134,665 円 147,798 円 2.4% 

患者一人当たり医療費（円） 146,539 円 155,507 円 1.5% 

患者率（%） 92% 95% 0.8% 

 

  

                                                   
3 年率（年平均増加率）は、平成 24 年度の数値から毎年同一の増加率で増加した場合に、平成 28 年度の数値となる率を算出

した率。 
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③ 主要疾患別の医療費推移 

医科医療費を主要疾患別に分析すると、支出が多い疾患は、呼吸器系、消化器系、循環器

系、新生物となっています。呼吸器系が多いのは 19 歳以下の加入者（被扶養者）が多いた

めと考えられます。 

 

 

 （主要疾患の分類） 

・損傷，中毒及びその他の外因の影響 ・呼吸器系の疾患 

・その他 ・循環器系の疾患 

・先天奇形，変形及び染色体異常 ・耳及び乳様突起の疾患 

・周産期に発生した病態 ・眼及び付属器の疾患 

・妊娠，分娩及び産じょく ・神経系の疾患 

・腎尿路生殖器系の疾患 ・精神及び行動の障害 

・筋骨格系及び結合組織の疾患 ・内分泌，栄養及び代謝疾患 

・皮膚及び皮下組織の疾患 ・血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 

・消化器系の疾患 ・新生物 

 ・感染症及び寄生虫症 
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 ④ ５疾病群の医療費 

主要疾病から、徐々に進行していくためコントロールできる可能性がある（重症化すると

一人当たり医療費は高いが患者数は少ない）疾病群として、「悪性新生物」「メタボ」「メン

タル」「婦人科系」「消化器系」の 5 つの疾病群を選択し、深掘りの分析を行いました。 

平成 28 年度の医療費と患者数の状況は以下のとおりです。 

 

分類 医療費 患者数 

メ
タ
ボ
系
疾
患 

基礎 
10.4 億円 21,297 名 

患者一人当たり年率（H24-28）：▲1.79% H24-28 比患者率：+0.1 ポイント 

重症 
6.7 億円 8,670 名 

患者 1人当たり年率（H24-28）：▲2.14% H24-28 比患者率：▲0.4 ポイント 

悪性新生物 
6.6 億円 9,031 名 

患者一人当たり年率（H24-28）：＋0.71% H24-28 比患者率：＋0.5 ポイント 

精神神経系疾患 
6.8 億円 13,469 名 

患者 1人当たり年率（H24-28）：▲0.75% H24-28 比患者率：＋0.9 ポイント 

婦人科系疾患 
4.6 億円 10,124 名 

患者 1人当たり年率（H24-28）：1.38% H24-28 比患者率：＋1.4 ポイント 

消化器系疾患 
8.7 億円 31,138 名 

患者 1人当たり年率（H24-28）：▲0.61% H24-28 比患者率：＋0.8 ポイント 

 

  （５疾病の分類） 

メタボ系

疾患 

基礎 糖尿病、その他の内分泌、栄養及び代謝疾患、高血圧疾患 

重症 
虚血性心疾患、その他の心疾患、くも膜下出血、脳内出血、脳梗塞、脳動脈硬化（症）、その他

の脳血管疾患、動脈硬化（症）、腎不全 

悪性新生物 

胃の悪性新生物、結腸の悪性新生物、直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物、肝及び肝内

胆管の悪性新生物、気管、気管支及び肺の悪性新生物、乳房の悪性新生物、子宮の悪性新生物、

悪性リンパ腫、白血病、その他の悪性新生物 

メンタル 
統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害、気分[感情]障害（躁うつ病を含む）、神経症

性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害、その他の神経系の疾患 

婦人科系疾患 
月経障害及び閉経周辺期障害、乳房及びその他の女性生殖器の疾患、流産、妊娠高血圧症候群、

単胎自然分娩、その他の妊娠、分娩及び産じょく 

消化器系疾患 胃潰瘍及び十二指腸潰瘍、胃炎及び十二指腸炎、その他の消化器系疾患 
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 ⅰ）医療費の傾向 

医療費総額は、悪性新生物と婦人科系で増加しています。メタボ系疾患基礎は減少傾向に

あります。 

 

 （単位：千円） 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 年率 

メタボ系 

疾患 

基礎 1,191,990  1,182,437  1,138,698  1,141,408  1,039,469  ▲ 3.4% 

重症 750,716  722,890  712,456  675,245  666,099  ▲ 2.9% 

悪性新生物 628,312  587,193  636,253  646,997  657,980  1.2% 

精神神経系疾患 682,999  701,938  664,930  714,771  684,054  0.0% 

婦人科系疾患 384,706  387,905  401,347  443,304  455,697  4.3% 

消化器系疾患 911,306  912,683  883,299  919,467  873,161  ▲ 1.1% 
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患者率は、消化器系(28.8％)とメタボ系基礎(19.7％)が高くなっています。平成 24 年度と

平成 28 年度を比べると、メタボ系疾患基礎は減少し、婦人科系疾患は増加しています。メ

タボ系疾患重症、消化器系疾患は患者数は減少していますが患者率は微増しています。 

 

年度 
上段:患者数、下段:患者率 

平成 24 年度 平成 28 年度 平成 24-28 比較  

全加入者数 113,347 108,252 ▲5,095 

メタボ系

疾患 

基礎 
22,716 21,297 ▲1,419 

20.0% 19.7% ▲0.4% 

重症 
8,960 8,670 ▲290 

7.9% 8.0% 0.1% 

悪性新生物  
8,870 9,031 161 

7.8% 8.3% 0.5% 

精神神経系疾患 
13,051 13,469 418 

11.5% 12.4% 0.9% 

婦人科系疾患 
9,029 10,124 1,095 

8.0% 9.4% 1.4% 

消化器系疾患 
31,712 31,138 ▲574 

28.0% 28.8% 0.8% 
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 患者一人当たり医療費は、メタボ系疾患重症が減少していますが、婦人科系疾患が増加してい

るほか、悪性新生物も微増しています。 

 

  （患者一人当たり医療費 単位：円） 

  平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 年率 

メタボ系疾患 
基礎 52,474 53,215 52,385 51,892 48,808 ▲1.79% 

重症 83,785 79,851 79,400 75,413 76,828 ▲2.14% 

悪性新生物 70,836 66,917 73,470 70,857 72,858 0.71% 

精神神経系疾患 52,333 52,690 49,170 51,810 50,787 ▲0.75% 

婦人科系 42,608 42,707 43,291 44,688 45,012 1.38% 

消化器系疾患 28,737 29,025 28,247 28,867 28,042 ▲0.61% 
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ⅱ）疾病単位の分析 

   5 疾病群を更に疾病単位に詳しく分析を行った結果、特徴的な傾向は以下のとおりです。 

 

a)医療費、加入者一人当たり医療費 

悪性新生物では、白血病、直腸がん、乳がんの医療費が増加しています。メタボ系疾患

では糖尿病と脳内出血の医療費の伸びが大きくなっています。また、婦人科系疾患が増加

しており、特に妊娠に関わる疾患が増加しています。精神神経系疾患ではうつ病の医療費

が増加しています。 

 

b)患者数、患者率 

患者数全体は減少傾向にありますが、加入者全体が減少していることの影響を受けてい

ると考えられます。特に、メタボ系疾患では、高血圧症疾患の患者は平成 24 年度から平

成 28 年度にかけて 1,397 名減少し、患者率も減少しています。 

そのような減少基調の中でも、糖尿病、悪性新生物のうち乳がんは患者数も増加してい

ます。また、精神神経系疾患、婦人科系疾患、消化器系疾患では患者数が増加傾向にあり

ます。 

患者率では乳房及びその他の女性生殖器の疾患、その他の消化器系の疾患では 1％以上

増加しています。 
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（3）高齢者医療制度に係る拠出金等の状況 

   平成 20 年度から新たな高齢者医療制度が創設され、平成 20 年度以降の納付金・支援金等

の推移は下表のとおりとなっています。（支出における割合は 22 ページ参照） 

   新制度導入以降は、高齢者医療の支援金・納付金にかかる拠出金額が毎年増加し、その支

出のために財源率の引き上げを平成 25 年度まで 6 年連続で行ってきました。拠出金額の増

減が財源率に与える影響は大きいものとなっています。特に、前期高齢者納付金の伸びが大

きくなっています。 

 

【高齢者医療制度への支援金等の推移】      (単位：千円） 

 

 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

29 年度 

（見込） 

前期高齢者納付金 6,198,388  6,033,986  5,732,877  6,992,352  7,287,736  7,356,527  6,536,384  7,117,444  8,138,242  9,485,152 

後期高齢者支援金 4,725,091  5,245,683  5,119,423  5,557,869  5,812,639  6,083,396  6,060,646  6,230,864  6,312,888  6,969,463 

病床転換支援金 3,065  4,653  0  0  0  0  0  0  34  36  

老人保健拠出金 270,897  309  53,614  2,423  194  192  180  179  141  90  

退職者給付拠出金 2,122,905  1,139,101  1,009,580  1,350,912  1,417,741  1,463,274  1,243,810  639,408  423,485  400,952 

合  計 13,320,346  12,423,732  11,915,494  13,903,556  14,518,310  14,903,389  13,841,020  13,987,895  14,874,790  16,855,693  
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2 健康課題の抽出 

 ⅰ）メタボ系疾患 

   ①メタボ系疾患（基礎） 

     医療費総額は平成 28 年度で 10.4 億円であり、医科医療費に占める割合が大きい疾患

です。平成 24 年度の医療費総額と比べると微減（年率▲3.4%）しています。患者率（年

率▲0.4%）、患者一人当たり医療費（年率▲1.79%）は、いずれも減少しています。4 

そのような減少基調の中でも、糖尿病については、医療費総額は 1.3 億円であり平成

24 年度から増加（年率 2.8%）しています。患者数についても増加（年率 0.4%）してい

ます。 

     保健指導対象基準値該当者についても、高血糖の該当者が増加しています。 

   

   ②メタボ系疾患（重症） 

     医療費総額は平成 28 年度で 6.7 億円であり、平成 24 年度の医療費総額と比べると年

率 2.9%減少しています。患者率は横ばいで、患者一人当たり医療費は減少傾向（年率

▲2.14%）にありますが、個別疾患ごと（脳内出血、脳梗塞）の医療費の推移をみると、

年による変動が大きくなっています。 

 

 ⅱ）悪性新生物 

   医療費総額は平成 28 年度で 6.6 億円であり、平成 24 年度から微増傾向（年率 1.2%）に

あります。また、患者率も 7.8%から 8.3%と 0.5%ポイントの増加となっています。 

   個別疾患ごとに医療費の推移を分析すると、直腸がんの医療費は年率 13.3%の増加（患者

数は微増）、乳がんの医療費は年額 2.6%の増加（患者数は増）となっています。 

   乳がんについては、患者数の増加に対して医療費総額の伸びが緩やかであるため、検診に

よる早期発見が進んでいる可能性があります。 

 

 ⅲ）婦人科系疾患 

   医療費総額は平成 28 年度で 4.6 億円であり、平成 24 年度から増加傾向（年率 4.3%）に

あります。また、患者率も 8.0%から 9.4%と 1.4 ポイントの増加となっています。若い世代

の女性の比率が増加していることにより、周産期（妊娠・出産関連）の疾病が増加している

と考えられます。 

 

 ⅳ）精神神経系疾患 

   総医療費は平成 28 年度 6.8 億円であり、平成 24 年度からほぼ横ばいとなっています。患

者率は 11.5%から 12.4%と 0.9 ポイントの増加となっています。 

 

  

                                                   
4 加入者数（組合員数＋被扶養者数）は、年率 1%の減少傾向。 
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3 事業の選定及び目標の設定 

  上記の健康課題から、本組合においては、以下の事業に重点的に取り組むものです。 

 

（1）特定健康診査・特定保健指導 

   特定健診・特定保健指導は、保険者が健診結果により、内臓脂肪の蓄積に起因する生活習

慣病のリスクに応じて対象者を選定し、対象者自らが健康状態を自覚し、生活習慣改善の必

要性を理解した上で実践につながるよう、専門職が個別に介入する法定義務です。特定保健

指導の実施率が特に低い状況にあり、実施率を向上させる必要があります。 

   このため、特定保健指導の実施率を段階的に向上させ、第 3 期特定健診等実施計画期間（平

成 30 年度～平成 35 年度）における国から示された特定保健指導の共済組合の目標である

45%への到達を目指します。 

 

（2）生活習慣病予防対策 

40～64 歳の加入者が、第１期データヘルス計画期間と同様約 40%を占めており、生活習

慣病の予防のための自己管理の促進・継続が引き続き求められています。 

このため、生活習慣病予防のための自己管理を促進する健康講座の開催内容の充実や、無

理なく続けることができる運動の普及を図るなど啓発事業を積極的に実施するとともに、特

定保健指導を着実に実施するほか、がん対策の取組を推進します。   

 

（3）後発医薬品の使用促進 

後発医薬品利用割合は、ジェネリック差額通知の開始以降上昇し、平成 28 年度には数量

ベースで 67.9%となっていますが、引き続き、ジェネリック医薬品への切替余地があります。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2017」（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）において、後発

医薬品の使用割合の目標として示された 80%への到達を目指します。  
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4 保健事業の実施計画 

（1）保健事業の対策 

 

＜特定健診・特定保健指導＞ 

事業名 
実施計画 目標 

（達成時期：平成 35 年度末） 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

特定健診（組

合員） 

平成28年度実績94.3%を維持すべ

く、引き続き、広報誌において特

定健診や健康情報を適宜掲載し、

継続して受診することの重要性を

訴求する。 

継続 継続 

健康への意識向上及び健康増

進 

目標値の達成（受診率 95%） 

特定健診（任

意継続組合員

及び被扶養

者） 

年度内の未受診者に対する受診勧

奨通知を送付する。また、受診し

ない理由について分析を行う。 

継続 継続 

健康への意識向上及び健康増

進 

目標値の達成（受診率 74%） 

特定保健指導 

広報誌において特定保健指導の重

要性を訴求するとともに、RIZAP

主催のセミナーを実施し特定保健

指導への興味を持ってもらい、参

加率向上を図る。 

継続 継続 

健康への意識向上及び健康増

進 

目標値の達成（実施率 45%） 
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＜保健事業＞ 

事業名 
実施計画 目標 

（達成時期：平成 35 年度末） 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

人間ドック、

脳ドック、併

診ドック、が

ん検診、歯科

健康診査、イ

ンフルエンザ

予防接種助

成、カウンセ

リング助成 

現状のそれぞれの制度の利用率を

把握し、左記事業で予防可能であ

りながら、重症患者数や医療費が

増加している疾患について対策を

検討する。 

左記で洗い出

された利用率

に目標値を設

け、その目標値

を達成できる

よう、対象者の

受検し易い環

境整備を進め

る。 

継続 

自身の健康状況の理解・生活

習慣改善の必要性の理解 

目標値の達成（31 年度に設定

予定） 

保養所利用助

成、施設利用

助成、レクリ

エーション助

成 

余暇の充実はストレスの多い社会

にあって、心身の健康を保持する

上で不可欠なものであり、その対

策の一環として、保健施設を重要

な支援措置として活用する。 

継続 継続 
利用促進、運動習慣の意識及

び健康意識の向上 

球技大会、ス

ポーツ教室 

既存の事業を継続し、スポーツを

通じた健康づくりのために実施す

る。 

継続 継続 

運動習慣の定着により、生活

習慣病の予防等、対象者の健

康維持 

健康講座、共

済だより発

行、健康マイ

レージ制度 

適切な健康情報の提供を実施し、

インセンティブプログラム（埼玉

県コバトン健康マイレージ）を導

入することで、組合員および被扶

養者、任意継続組合員のヘルスリ

テラシー向上を図る。 

継続 継続 

ヘルスリテラシーの向上によ

り、生活習慣病、婦人科系疾

患、メンタルヘルス不調のセ

ルフケアを促進 

後発医薬品の

差額通知 

対象者の抽出等を実施し、「ジェ

ネリック差額通知」を継続して実

施する。効果的な後発医薬品利用

を促進する。 

継続 継続 

調剤費の適正化 

目標値の達成（後発医薬品利

用率（数量ベース）80％） 
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（2）医療費適正化に向けた取組み（平成 30 年度から平成 35 年度） 

① レセプト分析 

 レセプト分析を実施し、所属所ごとに疾病の傾向等について情報提供を行ない、分析

結果を組合員の健康管理に活用いただきます。 

② 後発医薬品の使用促進 

効果的な促進を図るため、対象者の抽出等を研究しながら「ジェネリック差額通知」

を実施します。 

 また、新規加入の組合員等に対し組合員証と併せてリーフレットを配布します。 

③ 療養費等の適正化 

 療養費の大半を占める柔道整復療養費申請書の内容点検を実施するとともに、調査を

実施し適正化を図ります。 

また、資格喪失者の請求が多いため、資格外受診者にかかる組合員証等の提示確認を

本人及び柔道整復師に文書で行ない資格確認の重要性と注意喚起に努めます。 

④ 組合員等への周知 

共済だよりに、記事を掲載し短期給付財政について理解を深めてもらうよう努めると

ともに、組合員とその家族に健康維持と疾病予防などの普及活動を行い、健康への意識

向上と『はしご受診』『コンビニ受診』など抑制するための啓蒙活動を実施します。 

⑤ レセプト点検 

資格審査、点数表との照合及び点検、調剤レセプトの突合など、『基幹システム』及び

『レセプト管理システム』を活用して、電算処理等により資格審査等を強化します。 

また、民間審査機関へのレセプト内容点検を委託し、審査の強化を図ります。 

⑥ 医療費通知 

医療機関受診記録の確認や照合した診療が、適正な受診であったか見直してもらうと

ともに、適正な受診を心掛けてもらうことを目的に医療費通知書を発行します。 

⑦ 被扶養者の資格審査 

 被扶養者は、認定されることで医療給付を受けることができるほか、共済組合が支出

する各社会保障制度の拠出金等の算定基礎人数となることから、資格調査を実施し適正

化に努めます。 

⑧ 第三者加害行為等による請求分の把握 

第三者行為や公務災害などの疑いのあるレセプトについては、レセプト審査を強化し

医療費の回収に努めます。 

 

 (3) その他 

   関係機関との協働 

   ・ 所属所へレセプト分析の情報を提供し、組合員の健康づくりに活用いただくことでデ

ータヘルス計画へ協力いただきます。 

    ・ レセプトの内容点検を委託している専門審査機関と情報交換を行ないながら、より充

実したレセプト点検を実施し医療費の適正化に努めます。 

  



- 35 - 

 

5 評価・見直し 

  「レセプト管理・分析システム」により、特定健康診査結果と受診状況の把握に努め、取組

み内容等と照合しながら検討を進めます。 

  また、平成 32 年度には、達成状況を評価し計画の中間評価を行うこととします。 
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６ 特定健康診査等実施計画（第三期） 
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第一 目的 

 平成 20 年度から高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）に基づき、当組

合においては 40 歳以上 75 歳未満の組合員及び被扶養者（以下「組合員等」という。）に対し、

生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、その発症前の段階であるメタボリック

シンドロームに着目した健康診査（特定健康診査）、メタボリックシンドローム該当者及び予備群

を減少させるための保健指導（特定保健指導）を実施しています。 

 本計画は、当組合の特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」という。）の実施

方法に関する基本的な事項、特定健康診査等の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的事

項について定め、組合員等一人一人の健康の保持・増進及び医療費の抑制を目的とします。 

なお、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条により、特定健康診査等基本指針に即して、

特定健康診査等実施計画を定めるものとされていることから、平成 30 年度からの第三期実施計

画を定めるものです。 

 

第二 埼玉県市町村職員共済組合の現況 

 当共済組合は、県内の市役所及び町村役場等（以下「所属所」という。）に勤務している地方公

務員及びその被扶養者に対し、医療、年金及び福祉の三事業を行っており、平成 30 年度におけ

る主な状況は次のとおりです。 

 

１ 所属所数 

40 市、22 町、1 村、43 一部事務組合の合計 106 です。 

 

２ 組合員数、平均年齢、男性と女性の割合 

組合員数は約 55,000 人、平均年齢は 41.1 歳、男性と女性の割合は男性が約 64％・女性が約

36％となります。 

  任意継続組合員及び被扶養者数は約 52,000 人、平均年齢は 28.3 歳、男性と女性の割合は男

性が約 39％・女性が約 61％となります。 

また、全体の平均年齢は 43.6 歳、男性と女性の割合は男性が約 52％・女性が約 48％となり

ます。 

 

３ 疾病予防対策 

30 歳以上の組合員（任意継続組合員含む）及びその被扶養配偶者を対象に、人間ドック、脳

ドック及び併診ドックを実施しています。 

 

４ 特定健康診査 

組合員は、所属所が行う健康診断（以下「事業主健診」という。）または当共済組合の人間

ドック及び併診ドック（以下「人間ドック等」という。）を行うことにより実施しています。 

任意継続組合員及び被扶養者は、当共済組合が受診券を送付し行う特定健康診査または当共

済組合の人間ドック等を行うことにより実施しています。 
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第三 達成目標 

１ 特定健康診査の受診に係る目標 

平成 35 年度における特定健康診査の受診率を 90％とします。なお、この目標を達成するた

めに平成 30 年度以降の受診率の目標を次のとおり定めます。 

                        （単位：％） 

区 分 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 H34 年度 H35 年度 

受診率 81 83 85 87 89 90 

組合員 95 95 95 95 95 95 

任意継続組合員 

及び被扶養者 
45 51 57 64 71 74 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

  平成 35 年度における特定保健指導の実施率を 45％とします。 

なお、この目標を達成するために平成 30 年度以降の実施率の目標を次のとおり定めます。 

                        （単位：％） 

区 分 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 H34 年度 H35 年度 

実施率 10 17 24 31 38 45 

 

３ 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

  平成 30 年度において、平成 20 年度と比較した特定保健指導対象者の割合の減少率を 25％

とします。 

 

 

第四 特定健康診査等の対象者数 

平成 30年度から平成 35年度までの特定健康診査等の対象者数等について次のとおり推計し

ます。 

 

１ 特定健康診査 

(1) 対象者数 

                                （人） 

区 分 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 H34 年度 H35 年度 

組合員 30,171 29,896 29,624 29,354 29,087 28,822 

任意継続組合員 

及び被扶養者 
11,865 11,299 10,760 10,247 9,758 9,293 

合 計 42,036 41,195 40,384 39,601 38,845 38,115 
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(2) 受診者数 

                                  （人） 

区 分 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 H34 年度 H35 年度 

組合員 28,662 28,401 28,143 27,886 27,633 27,381 

任意継続組合員 

及び被扶養者 
5,387 5,791 6,183 6,567 6,939 6,923 

合 計 34,049 34,192 34,326 34,453 34,572 34,304 

 

２ 特定保健指導 

                                  （人） 

区 分 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 H34 年度 H35 年度 

対象者 6,490 6,412 6,336 6,261 6,188 6,117 

実施者数 649 1,090 1,521 1,941 2,351 2,753 

 

 

第五 特定健康診査等の実施方法  

１ 実施機関 

(1) 特定健康診査について 

組合員については、事業主健診実施機関または当共済組合の人間ドック等実施機関で行う

ものとします。 

任意継続組合員及び被扶養者については、外部委託とし次の契約による健診機関で実施す

るものとします。 

① 埼玉県医師会加盟の特定健康診査の集合契約に参加の医療機関 

② 当共済組合と契約のある国民健康保険の被保険者に対する特定健康診査の実施機関 

③ 全国展開の集合契約に参加の医療機関 

④ 当共済組合の特定健康診査個別契約及び人間ドック等契約医療機関 

⑤ その他 

 

(2) 特定保健指導について 

保健指導については、外部委託とし次の契約による健診機関で実施するものとします。 

① 埼玉県医師会加盟の特定健康診査の集合契約に参加の医療機関 

② 当共済組合と契約のある国民健康保険の被保険者に対する特定保健指導の実施機関 

③ 全国展開の集合契約に参加の医療機関 

④ 当共済組合の特定保健指導個別契約医療機関 

⑤ 当共済組合が選定した業者 
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２ 実施項目 

(1) 特定健康診査 

① 必須項目 

（a）質問票（服薬歴、喫煙歴等） 

（b）身体計測（身長・体重・肥満度・腹囲） 

（c）理学的検査（身体診察） 

（d）血圧測定 

（e）脂質検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール） 

（f）肝機能検査（ＧＯＴ、ＧＰＴ，γ－ＧＴＰ） 

（g）血糖検査（空腹時血糖又はヘモグロビンＡ１ｃ） 

（h）尿検査（尿糖、尿蛋白） 

② 詳細な健診項目 

一定の基準に基づき、医師が判断したものを実施します。 

（a）心電図検査 

（b）眼底検査 

（c）貧血検査（ヘマトクリット値、血色色素、赤血球数） 

 (d) 血清クレアチニン検査 

 

(2) 特定保健指導 

特定健康診査の結果から、生活習慣病のリスクに応じて、「動機付け支援」または「積極

的支援」に階層化します。 

① 情報提供 

（a）対象者 

特定健康診査の受診者全員 

（b）内容 

特定健康診査の結果の説明時に、個人の生活習慣やその改善に関する基本的な情報

を提供します。 

② 動機付け支援 

（a）対象者 

ア 腹囲が男性 85ｃｍ以上、女性 90ｃｍ以上で、血糖、脂質、血圧のうち１つが基準

値を超え、喫煙歴なしの者 

イ 腹囲が基準値に満たない場合でも肥満度（ＢＭＩ）が 25 以上で、血糖、脂質、血

圧のうち１つが基準値を超えている者又は２つが基準値を超え、喫煙歴なしの者 

（b）内容 

医師等の指導者により、原則として、面接による保健指導を 1 回行い、生活習慣改

善のための行動計画を設定し、6 ヶ月経過後に実績の評価を行います。 

③ 積極的支援 

（a）対象者 

ア 腹囲が男性 85ｃｍ以上、女性 90ｃｍ以上で、血糖、脂質、血圧のうち２つ以上が

基準値を超える者 
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イ 腹囲が男性 85ｃｍ以上、女性 90ｃｍ以上で、血糖、脂質、血圧のうち１つが基準

値を超え、喫煙歴ありの者 

ウ 腹囲が基準値に満たない場合でも肥満度（ＢＭＩ）が 25 以上で、血糖、脂質、血

圧の 3 つ全てが基準値を超える者 

エ 腹囲が基準値に満たない場合でも肥満度（ＢＭＩ）が 25 以上で、血糖、脂質、血

圧のうち 2 つが基準値を超え、喫煙歴ありの者 

（b）内容 

医師等の指導者により、初回時に面接による保健指導を行い、生活習慣の改善のた

めの行動計画を設定します。その後、策定した行動計画を対象者が自主的かつ継続的

に行えるよう、指導者が複数回電話等による支援を行い、6 ヶ月経過後に実績の評価を

行います。 

 

３ 実施時期 

(1) 特定健康診査 

   実施年度の年度末までとします。 

 

(2) 特定保健指導 

   特定保健指導利用券の有効期限内とします。 

 

４ 契約形態 

(1) 集合契約 

代表医療保険者を通じて健診委託契約を結び、代行機関として社会保険診療報酬支払基金

を利用して決済を行い、全国での受診が可能となるよう措置します。 

 

(2) 個別契約 

集合契約以外の医療機関とは個別契約を結び、直接決済を行います。 

 

５ 受診・利用方法 

(1) 特定健康診査 

 受診券を任意継続組合員及び被扶養者に郵送により配布し、受診時に健診機関に受診券を

提出するとともに、組合員証または組合員被扶養者証を提示し特定健康診査を受診するもの

とします。 

なお、平成 30 年度において受診時の窓口負担額はありません。 

 

(2) 特定保健指導 

利用券を特定保健指導対象者に郵送により配布し、特定保健指導実施時に指導機関に利用

券を提出するとともに、組合員証または組合員被扶養者証を提示し特定保健指導を実施しま

す。 

 なお、本組合の人間ドック等契約医療機関で受検した方で、受検日当日に検診機関におい

て階層化し特定保健指導を実施する場合の利用券は、発行しないものとします。 
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また、平成 30 年度において利用時の窓口負担額はありません。 

 

６ 周知・案内方法 

当共済組合の広報誌「共済だより」を組合員に配布して周知するとともに、ホームページへ

の掲載により周知を図ります。 

また、特定健康診査受診券及び特定保健指導利用券の配布時に案内します。 

 

７ 事業主健診等の健診受診者のデータの収集方法 

健診データについては、国の定める電子的な標準様式で次のとおり受領するものとします。 

（１）組合員の事業主健診については、所属所または事業主健診実施機関から受領するものと

します。 

（２）任意継続組合員及び被扶養者については、契約健診機関から受領するものとします。 

（３）任意継続組合員及び被扶養者のうちパートタイマー等で勤務先の事業主健診を受診した

者については、組合員の被扶養者の場合は組合員の勤務先の事務担当課を経由して、任意

継続組合員及びその被扶養者の場合は直接、当共済組合へ提出するものとします。 

（４）人間ドック等受検者のうち当共済組合の人間ドック等助成対象者が、当共済組合の契約

医療機関で受検の場合にあっては、契約医療機関から受領するものとします。 

なお、助成対象外の受検者または契約医療機関外で受検の場合にあっては、組合員及び

その被扶養者の場合は組合員の勤務先の事務担当課を経由して、任意継続組合員及びその

被扶養者の場合は直接、当共済組合へ提出するものとします。 

 

 

第六 個人情報の保護 

１ 健診及び保健指導データの管理・保管等 

健診及び保健指導データを当共済組合の特定健診等システムに管理・保管します。 

なお、特定健康診査等に関する記録は、原則として、5 年間保存します。 

 

２ 記録の管理に関するルール 

（１）当共済組合の個人情報保護管理規定を遵守します。 

（２）当共済組合の健診及び保健指導データ利用者は特定健康診査等事務に従事する職員に限

るものとします。 

（３）外部委託に際しては、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止、データ利用の範囲・

利用者等を契約書に明記するとともに、委託先の契約遵守状況を管理します。 

（４）当共済組合及び委託された健診機関・保健指導機関は、業務遂行上直接あるいは間接に

知り得た情報を第三者に開示、漏洩または提供しません。 

 

 

第七 特定健康診査等実施計画の公表及び周知  

本計画の周知は、組合広報誌及びホームページに掲載します。 
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第八 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

当計画については、毎年実施に基づき評価し、目標と大きくかけ離れた場合またはその他必

要がある場合には、見直すこととします。 

 

 

第九 その他 

人間ドック及び併診ドックを受検した場合は、特定健康診査に代えることができるものとし

ます。 
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要

＞
市

町
村

が
実

施
す

る
住

民
検

診
に

お
い

て
受

検
し

た
と

き
に

、
検

査
費

用
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

市
町

村
に

よ
っ

て
受

検
時

期
は

異
な

る
受

検
者

数
1
5
7
人

市
町

村
が

実
施

す
る

住
民

検
診

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

配
偶

者
1
5
0
千

円
1
7
9
千

円
概

ね
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
予

防
接

種
助

成

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者
の

健
康

の
保

持
増

進
及

び
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

感
染

予
防

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
医

療
機

関
等

に
お

い
て

、
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

予
防

接
種

を
受

け
た

場
合

に
検

査
費

用
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

1
2
月

か
ら

2
月

に
か

け
て

集
中

し
て

い
る

接
種

者
数

3
0
,
7
8
4
人

各
医

療
機

関
組

合
員

及
び

そ
の

被
扶

養
者

6
5
,
0
3
8
千

円
5
8
,
8
6
7
千

円

助
成

対
象

者
を

平
成

2
6
年

度
か

ら
は

組
合

員
の

被
扶

養
者

に
も

拡
大

、
平

成
2
7
年

度
か

ら
は

任
意

継
続

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者
に

も
拡

大
し

た
こ

と
、

さ
ら

に
平

成
2
8
年

度
よ

り
助

成
金

額
を

1
,
0
0
0
円

か
ら

2
,
0
0
0
円

に
引

き
上

げ
た

こ
と

に
よ

り
、

申
請

対
象

者
も

年
々

増
加

傾
向

に
あ

り
ま

す
。

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
助

成

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者
の

心
の

健
康

相
談

や
保

健
指

導
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

組
合

が
契

約
し

た
医

療
機

関
等

に
お

い
て

、
専

門
の

カ
ウ

ン
セ

ラ
ー

に
よ

る
面

接
を

行
い

相
談

費
用

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。

個
人

に
よ

っ
て

面
接

時
期

は
異

な
る

相
談

者
数

1
,
3
7
4
人

組
合

が
契

約
し

た
カ

ウ
ン

セ
リ

ン
グ

機
関

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者
8
,
0
2
0
千

円
9
,
7
3
3
千

円
相

談
者

数
は

増
加

傾
向

に
あ

る
が

、
概

ね
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

評
価

平
成
２
８
年
度
の
事
業
状
況

事
業

名
事

業
の

目
的

及
び

概
要

対
象

者
実

施
状

況
平

成
２

８
年

度



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

時
期

実
施

人
数

等
実

施
主

体
予

算
額

決
算

額

球
技

大
会

（
野

球
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
地

区
大

会
、

市
町

村
等

大
会

及
び

県
大

会
を

開
催

し
、

開
催

経
費

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。
な

お
、

偶
数

年
度

に
開

催
し

て
い

る
も

の
。

県
大

会
平

成
2
8
年

1
0
月

1
5
日

(
土

)
熊

谷
さ

く
ら

運
動

公
園

野
球

場

参
加

所
属

所
6
3
所

属
所

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
の

共
同

で
開

催
組

合
員

4
,
4
5
6
千

円
4
,
4
5
6
千

円
参

加
所

属
所

は
例

年
と

変
化

は
な

く
、

概
ね

実
施

計
画

ど
お

り
で

あ
る

も
の

。

球
技

大
会

（
バ

レ
ー

ボ
ー

ル
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
地

区
大

会
、

市
町

村
等

大
会

及
び

県
大

会
を

男
女

別
に

開
催

し
、

開
催

経
費

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。
な

お
、

偶
数

年
度

に
開

催
し

て
い

る
も

の
。

県
大

会
平

成
2
8
年

1
0
月

8
日

(
土

)
加

須
市

騎
西

総
合

体
育

館
ふ

じ
ア

リ
ー

ナ

参
加

所
属

所
男

子
 
2
8
所

属
所

女
子

 
1
5
所

属
所

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
の

共
同

で
開

催
組

合
員

7
8
3
千

円
7
8
3
千

円
参

加
所

属
所

は
例

年
と

変
化

は
な

く
、

実
施

計
画

ど
お

り
で

あ
る

も
の

。

球
技

大
会

（
サ

ッ
カ

ー
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
地

区
大

会
、

市
町

村
等

大
会

及
び

県
大

会
を

開
催

し
、

開
催

経
費

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。
な

お
、

偶
数

年
度

に
開

催
し

て
い

る
も

の
。

県
大

会
平

成
2
8
年

1
1
月

5
日

(
土

)
東

松
山

市
岩

鼻
サ

ッ
カ

ー
場

参
加

所
属

所
5
6
所

属
所

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
の

共
同

で
開

催
組

合
員

1
,
3
9
7
千

円
1
,
3
9
7
千

円
参

加
所

属
所

は
例

年
と

変
化

は
な

く
、

実
施

計
画

ど
お

り
で

あ
る

も
の

。

球
技

大
会

（
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
地

区
大

会
及

び
県

大
会

を
開

催
し

、
開

催
経

費
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

な
お

、
偶

数
年

度
に

開
催

し
て

い
る

も
の

。

県
大

会
平

成
2
8
年

1
0
月

1
日

(
土

)
戸

田
市

道
満

グ
リ

ー
ン

パ
ー

ク
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
場

参
加

所
属

所
4
4
所

属
所

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
が

共
同

で
開

催
組

合
員

6
9
0
千

円
6
9
0
千

円
参

加
所

属
所

は
例

年
と

変
化

は
な

く
、

実
施

計
画

ど
お

り
で

あ
る

も
の

。

球
技

大
会

（
卓

球
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
県

大
会

を
開

催
し

、
開

催
経

費
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

な
お

、
偶

数
年

度
に

開
催

し
て

い
る

も
の

。

県
大

会
平

成
2
8
年

6
月

1
8
日

(
土

)
行

田
グ

リ
ー

ン
ア

リ
ー

ナ

参
加

人
数

9
4
人

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
が

共
同

で
開

催
組

合
員

9
9
千

円
9
9
千

円
参

加
人

数
は

例
年

と
変

化
は

な
く

、
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

球
技

大
会

（
ソ

フ
ト

テ
ニ

ス
大

会
）

＜
目

的
＞

組
合

員
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
県

大
会

を
開

催
し

、
開

催
経

費
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

な
お

、
偶

数
年

度
に

開
催

し
て

い
る

も
の

。

県
大

会
平

成
2
8
年

7
月

2
日

(
土

)
東

松
山

市
営

庭
球

場

参
加

人
数

1
0
4
人

市
長

会
、

町
村

会
、

一
部

事
務

組
合

、
共

済
組

合
の

共
同

で
開

催
組

合
員

1
3
9
千

円
1
3
9
千

円
参

加
人

数
は

例
年

と
変

化
は

な
く

、
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

ス
ポ

ー
ツ

教
室

（
ス

キ
ー

教
室

）

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
そ

の
扶

養
者

の
ス

ポ
ー

ツ
を

通
じ

た
健

康
増

進
、

体
力

保
持

等
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

草
津

保
養

所
ア

ル
ペ

ン
ロ

ー
ゼ

を
利

用
し

た
専

門
指

導
者

に
よ

る
教

室
を

開
催

し
、

開
催

経
費

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。

平
成

2
9
年

1
月

1
2
日

(
木

)
　

　
　

　
～

1
4
日

(
土

)
草

津
国

際
ス

キ
ー

場

参
加

人
数

5
2
名

組
合

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者

参
加

人
数

は
例

年
と

変
化

は
な

く
開

催
し

た
も

の
。

ス
ポ

ー
ツ

教
室

（
親

子
ス

キ
ー

教
室

）

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
そ

の
家

族
の

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
た

健
康

増
進

、
体

力
保

持
等

を
目

的
と

し
て

い
る

。
＜

概
要

＞
草

津
保

養
所

ア
ル

ペ
ン

ロ
ー

ゼ
を

利
用

し
た

専
門

指
導

者
に

よ
る

教
室

を
開

催
し

、
開

催
経

費
の

一
部

を
負

担
す

る
も

の
。

年
2
回

開
催

。

平
成

2
9
年

2
月

1
1
日

(
土

)
　

　
　

　
　

～
1
2
日

(
日

)
平

成
2
9
年

3
月

4
日

(
土

)
　

　
　

　
　

～
5
日

(
日

)
草

津
国

際
ス

キ
ー

場

参
加

人
数

1
7
8
名

組
合

組
合

員
及

び
そ

の
家

族
募

集
人

数
を

上
回

る
応

募
が

あ
る

中
で

の
開

催
と

な
っ

た
も

の
。

ス
ポ

ー
ツ

教
室

（
ス

ノ
ー

ボ
ー

ド
講

習
会

）

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
そ

の
扶

養
者

の
ス

ポ
ー

ツ
を

通
じ

た
健

康
増

進
、

体
力

保
持

等
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

草
津

保
養

所
ア

ル
ペ

ン
ロ

ー
ゼ

を
利

用
し

た
専

門
指

導
者

に
よ

る
教

室
を

開
催

し
、

開
催

経
費

の
一

部
を

負
担

す
る

も
の

。
年

2
回

開
催

。

平
成

2
9
年

1
月

1
9
日

(
木

)
　

　
　

　
　

～
2
1
日

(
土

)
平

成
2
9
年

2
月

2
3
日

(
木

)
　

　
　

　
　

～
2
5
日

(
土

)
草

津
国

際
ス

キ
ー

場

参
加

人
数

1
4
3
名

組
合

組
合

員
及

び
そ

の
被

扶
養

者

募
集

人
数

を
上

回
る

応
募

が
あ

る
中

で
の

開
催

と
な

っ
た

も
の

。

評
価

4
,
0
0
0
千

円
2
,
4
4
1
千

円

事
業

名
事

業
の

目
的

及
び

概
要

実
施

状
況

対
象

者
平

成
２

８
年

度



 

 

 
時

期
実

施
人

数
等

実
施

主
体

予
算

額
決

算
額

健
康

講
座

＜
目

的
＞

組
合

員
と

そ
の

家
族

の
生

活
習

慣
病

予
防

等
の

自
己

管
理

を
促

進
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

著
名

人
や

専
門

分
野

の
方

に
よ

る
講

演
を

開
催

し
、

開
催

経
費

の
全

額
を

負
担

す
る

も
の

。
県

内
2
ヶ

所
で

開
催

。

平
成

2
8
年

1
0
月

1
1
日

(
火

)
さ

い
た

ま
共

済
会

館
平

成
2
8
年

1
0
月

1
8
日

(
火

)
川

越
氷

川
会

館

参
加

人
数

5
5
5
名

組
合

組
合

員
及

び
そ

の
家

族
2
,
9
6
4
千

円
2
,
9
6
3
千

円
例

年
ど

お
り

実
施

を
し

、
参

加
者

か
ら

の
評

価
も

高
か

っ
た

も
の

で
あ

る
こ

と
。

草
津

保
養

所
ア

ル
ペ

ン
ロ

ー
ゼ

利
用

助
成

金

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
被

扶
養

者
を

対
象

と
し

て
、

健
康

増
進

及
び

保
養

等
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

草
津

保
養

所
ア

ル
ペ

ン
ロ

ー
ゼ

を
宿

泊
利

用
し

た
場

合
に

、
一

定
額

を
助

成
す

る
も

の
。

通
年

利
用

者
数

2
1
,
7
8
3
人

組
合

組
合

員
及

び
被

扶
養

者
9
8
,
3
0
0
千

円
9
5
,
6
3
2
千

円
予

定
よ

り
も

少
な

い
利

用
人

数
と

な
っ

た
が

、
概

ね
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

契
約

保
養

所
及

び
委

託
保

養
所

利
用

助
成

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
被

扶
養

者
を

対
象

と
し

て
、

健
康

増
進

及
び

保
養

等
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

組
合

が
契

約
し

た
保

養
所

ま
た

委
託

保
養

所
を

宿
泊

利
用

し
た

場
合

に
、

一
定

額
を

助
成

す
る

も
の

。

通
年

利
用

者
数

1
2
,
9
2
8
人

組
合

が
契

約
し

た
施

設
組

合
員

及
び

被
扶

養
者

4
4
,
0
3
8
千

円
4
1
,
8
3
3
千

円
予

定
よ

り
も

少
な

い
利

用
人

数
と

な
っ

た
が

、
概

ね
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

施
設

利
用

助
成

＜
目

的
＞

組
合

員
及

び
被

扶
養

者
を

対
象

と
し

て
、

健
康

増
進

及
び

保
養

等
を

目
的

と
し

て
い

る
。

＜
概

要
＞

組
合

が
契

約
し

た
遊

園
施

設
等

を
利

用
し

た
場

合
に

、
一

定
額

を
助

成
す

る
も

の
。

通
年

利
用

者
数

1
7
7
,
0
0
3
人

組
合

が
契

約
し

た
施

設
組

合
員

及
び

被
扶

養
者

1
4
9
,
3
3
3
千

円
1
4
3
,
8
4
8
千

円
予

定
よ

り
も

少
な

い
利

用
人

数
と

な
っ

た
が

、
概

ね
実

施
計

画
ど

お
り

で
あ

る
も

の
。

評
価

事
業

名
事

業
の

目
的

及
び

概
要

実
施

状
況

対
象

者
平

成
２

８
年

度


